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史の中では、PC等はわりと最近の話ではあるのですが、NEC

さんの持つSIソリューションのイメージも重ねて見ていただ

けるというところは、ディストリビューターとしての強みにな

ると感じています。

NEC パートナービジネス営業事業本部長 細谷 豊造氏（以下、

細谷）：私たちは同じビジネスをやっているわけですが、一

方で違う面も持っている。NECはNECで、大塚商会さんは

大塚商会さんで、それぞれの違う分野を武器にお互いを生

かさなければならないな、と感じています。お互いに良いと

ころがあれば、どんどん取り入れて相互に発展していくとい

う関係でいきたいです。

塩川：今後、我々としてはどこかで差別化していく必要があ

りますね。いまおっしゃったように、お互いに違いを持ってい

るとしたら、それぞれの良さを生かして一緒にやれたらいい

ですね。その点、SIの部署はわりとそういうビジネスをして

いると思います。同様に他の部分でもこれまで構築してきた

財産を共有しつつ、NECさんと一緒にどのような戦略で市

場を攻めていくかということを、今後の大きなテーマとして

いきたいと感じています。

大塚商会 ビジネスパートナー事業部長 広瀬 克彦（以下、広

瀬）：そうしないと、各メーカーさんのWebダイレクトがどん

どん広がっている現状、いくら量を売ってもやはり利幅の少

ないところで消耗するばかりになってしまいますからね。

細谷：ディストリビューターの事業というのが、利幅が薄くな

り、段々厳しくなっています。そのような状況で、やはりそれ

ぞれのディストリビューターさんは、特徴を出す必要が出て

きていると思います。NECが大塚商会さんに一番期待して

いるのは、我々が他社にないようなモノをどんどん製品とし

て大塚商会さんに出していき、それをワンストップ・ソリュー

ションによってうまく市場へ提供していっていただきたいと

いうことです。そういう部分は大塚商会さんしかできないと

ころだと思います。

NEC執行役員常務 津田 芳明氏（以下、津田）：私どもが、

大塚商会さんについて考える場合、ディストリビューターと

いう言葉でひとまとめにしてしまうより、大塚商会さんらし

さの出るディストリビューターというものは、どうあるべきか

というのが重要です。逆に言うと、それは他のディストリビュ

ーターが真似できないところです。大塚商会さんは、ソリュ

ーションを付加価値として売っていこうと考えられています。

そういうことが重要だと思います。

細谷：商品を右から左へ流すだけのディストリビューターじ

ゃないという点が、大塚商会さんの一番の強みです。それは

やっぱりメーカー側としても魅力的な部分であり、我々の期

待する部分もここにあります。

塩川：エンドユーザーの顔が見えるということですよね。

細谷：そうですね。我々が商材を提供し、私たちがアプロー

チできないところを、大塚商会さんのソリューションで売っ

ていただく。お互いが補完しあえるということです。

津田：今まで我々は、大塚商会さんと30年間一緒にビジネ

スをやってきました。その中でパートナービジネスのノウハ

ウを蓄積してきましたが、特に最近では大塚商会さんの実施

しているソリューションに弊社のノウハウをつけ加えられる

ところがあれば、どんどん協力しますよという姿勢で臨んで

います。大塚商会さんと近い目線にたって、商材を含めても

っと連携できるのではないかと考えています。

大塚商会 塩川 公男 取締役（以下：塩川）：NECさんと大

塚商会との関係は、オフコンの時代から築いてきた深く長

い歴史があります。NECさんがバックにある大塚商会とい

うイメージは非常に強力だと感じています。我々の長い歴
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付加価値とソリューションの創出で
新たな市場を開拓する関係へ

今回のアップフロントオピニオンは、日
本電気株式会社（以下、NEC）執行役
員常務 津田 芳明氏とパートナービジ
ネス営業事業本部長 細谷 豊造氏、
当社 取締役 大塚商会ビジネスパート
ナー事業部担当の塩川 公男とビジネ
スパートナー事業部事業部長 広瀬 克
彦による対談をお届けします。新たなマ
ーケット創出を目指すメーカーとディスト
リビューターが、お互いにどのように協力
して市場をリードしていくのか、それぞれ
の立場から語っていただきました。

NECと大塚商会のパートナーシップ

日本電気株式会社
執行役員常務

津田芳明氏

株式会社大塚商会
取締役
ビジネスパートナー事業部担当

塩川公男
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例えば、弊社では人材育成のeラーニングのようにリセラ

ーさんを、どうやってもっと大きくしていくか、育てていくの

かというノウハウは持っています。この部分での連携はでき

ると思います。

それからもうひとつ、大塚商会さんが他のディストリビュ

ーターと全然違うところは、やっぱりソリューションを売ると

いう仕組みがあるという点です。

塩川：他のPCメーカーさんもそうですが、最近ダイレクト販

売という形態が出てきて、ディストリビューターの存在が一

体どうなっていくのだろうかということも、一方ではありま

す。NECさんもコンシューマーはダイレクトを立ち上げてい

ますが、そのあたりはどのようにお考えになっていらっしゃ

いますか？

細谷：我々は、企業向けに関しては他のPCメーカーさんの

ようなダイレクトはやらないという考えでいます。もちろん

我々の関連会社には直接やってしまった方が早いという部分

もありますが、一番大事なのは、販売店さんの強みと我々の

強みを生かすことです。

ダイレクト販売をするにしても、大塚商会さんがやってい

らっしゃるのと同様、いかにして販売店さんと一緒に攻めて

いくのかということで

す。特に地方へ行くと、

販売店さんも利幅の少

ないところにはなかな

か出られないという時

代になっています。そう

いう所をお手伝いすべ

く、販売店さんが自ら

我々のWebを利用する

ことで、上手にNECを

活用できる仕組みを立

ち上げようとしています。

そういった意味で、

我々がエンドユーザー

に対して直接やるので

はなく、販売店さんができないところは我々がお手伝いする

というダイレクト販売のやり方を考えています。あくまでも

販売店さんをメインとして押し出していく仕組みです。

もうひとつは、我々のお客様の中で、特に大企業さんで、

2種類の異なるお客様がいらっしゃるということです。我々

の営業部門で抱えているお客様と、我々が絡まずとも自分た

ちだけで導入されているお客様です。少なからず、我々の営

業部隊が直接関わっていないお客様がいらっしゃるのも事実

です。本来我々のやらなければいけない部分に関しては、直

接アプローチするつもりで考えています。

それ以外に関しては、先ほど言ったように、基本的には販

売店さんを生かした形のダイレクト販売もやっていくという

方針です。

塩川：組織としてのNECさんの販売員さんはしっかりしてい

ますよね。企業関連も含めてしっかりしたものを持っていら

っしゃる。

細谷：私どもは、むしろパートナーとなる販売店さんは財産

だと感じています。大塚商会さんは大塚商会さんで販売店

さんに対するものを持っていらっしゃいます。そういう部分

も大事にしていきたいと感じています。

塩川：日本でも製造業が復活した中で、全部海外に出て行っ

ているところと、NECさんのようにそうじゃないところと出

てきていますね。外資とは異なり、NECさんは純粋な日本

の企業ですからね。

津田：ええ。我々もキーテクノロジーは全部国内で保ってい

ます。それ以外の所は海外に出していますけれど。一番心配

なのは、やはりこのままだと資源がない日本はだめになって
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しまいそうだということ

です。我々がどうやって

生きているかというと、

やはり付加価値を加え

るということしかないわ

けです。それが今、海外

へどんどん出て行って

しまっている。やっぱり

製造業が頑張らないと、

日本は豊かにならない

と思います。

塩川：最近、色々なとこ

ろでそういう声を聞き

ますね。「メイド・イン・

ジャパン」というキーワ

ードで。

津田：日本の経営者は一時期、ちょっと自信を失いかけたの

です。最近は少しずつ自信を回復していますから、こうした

流れを大事にして、頑張っていきたいです。

細谷：なにしろ日本の中堅企業経営者の方々もたくさんいら

っしゃいます。お互いに助け合って、大きくしていくんだとい

う思いが大切です。

広瀬：とにかく、日本国内の購買力を強くしなければなりま

せんね。

細谷：そうですね、戦後じゃないですが、日本全体でボトム

アップしていこうと考えて行く必要もあるのかもしれません。

強いところだけ大きくなっても、日本という国はそれだけで

成り立ってはいけません。そうするとある程度の基盤を全体

で作り上げていかなくちゃならないでしょう。

それは今まで大塚商会さんがずっとやってきたことなん

ですけれど、もう一度、違う仕組みの中で実現する必要が出

てきていると思います。それを我々も一緒にやっていきたい

と思います。

津田：先ほどの話で、お客様のニーズということがありました

けれど、それをどれだけ吸い上げられるかということが、我々

のキーとなってくると思います。強みを発揮するためには、

そうしたものをいかに吸い上げるか、というところに掛かっ

てきているわけです。ですから、大塚商会さんからもそうい

うものを、ぜひ出していただきたいと思います。

塩川：今年はユーザーの声を相当今拾っていますので、徹底

的にそこはやるつもりなんですよ。

津田：そこで、どういう商材が必要になるということが出てき

たら、我々は力になりますよ。

塩川：それはぜひお願いしたいところですね。我々がソリュ

ーションビジネスを展開する際、一番大事なのはサービスだ

とか、SIのシステムの中身になってくるんですね。我々のセ

クションは、まさにそこで勝負していく必要があるので、やは

りメーカーさんとのタイアップが命になってくるんですね。

そういう面ではぜひ一緒にやっていきたいですよね。

広瀬：NECさんもソリューションをたくさん持っていらっ

しゃるので、個々のリセラーさんに広めて行きたいと感じま

す。そういうお手伝いを私たちができればいいですね。

細谷：そうです。そういう意味で、我々をぜひ上手く使って欲

しいと思います。そうすると我々にとってもまた、そこが強

みになりますから。

津田：まったくその通りだと思います。本当の意味でのディ

ストリビューターとメーカーのコラボレーションを実現して

いきたいと思います。

販売店をメインとしたNECのダイレクト戦略

「メイド・イン・ジャパン」マインド

市場ニーズから生まれるメーカーと
ディストリビューターの連携を株式会社大塚商会

ビジネスパートナー事業部
事業部長

広瀬克彦

日本電気株式会社
パートナービジネス営業事業本部長

細谷豊造氏



プレゼンテーションに聞き手として参加することはあって

も、いざ行う側に立つことになった時には、何から手をつ

けてよいのかわからないという人も多いのではないだろ

うか。プレゼンテーションの最大の目的は、自分や商品を

売り込むことでなく、内容を聞き手に理解してもらうことだ。

聞き手を飽きさせず、要点を取りこぼしなく伝えるために

は、あの手この手が必要になる。今やプレゼンテーション

能力はビジネスマン、ことに営業マンにとっては必須のも

のだ。今回は、限られた時間の中でプレゼンテーションを

成功させるコツや、便利なツールを紹介していこう。 

プレゼン 
テーションの 
前準備 

プレゼン 
テーション用の 
ツール紹介 

デジタル 
プレゼン 
テーションの 
メリット 

心構え・準備からプレゼンツールまで 

プレゼンテーションの 
最新ソリューション 

特  集 
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自分の目的と相手が聞きたいことを
整理してはっきりとさせておく

まず最初にやるべきことは、当然なが

らプレゼンテーションの準備だ。プレゼ

ンテーション本番の成功率は、準備に費

やした労力が大きいほど高くなるといっ

ても過言ではない。だからといって、時間

を費やしさえすれば良いというものでも

なく、効率的かつ周到な準備を行うべき

であろう。

プレゼンテーションの準備を行うにあ

たって理解しておきたいのは、伝える側

が話したいことと聞き手が聞きたいこと

は、まず一致していないのが当たり前だ

ということだ。どんなに内容が素晴らし

くても、聞き手が興味を持てなければそ

れまで。まず、自分が何のためにプレゼ

ンテーションを行うのか、聞き手は何の

ためにプレゼンテーションを聞くのか、こ

の二点を明確にしておかなければならな

い。自分が主張したいことを整理する作

業は、当たり前のことなのだが意外とお

ろそかにされている部分でもある。これ

ができていないと、本番では要点を押さ

えきれず思いつくままに進めることにな

り、聞き手は拘束時間を苦痛に感じてし

まうだろう。自分の目的が明確になった

ら、次は聞き手の分析だ。何を聞こうと

しているのかが明確であっても、聞き手

の人数、性別、年齢、地位、知識レベル、

さらには性格や態度によってもプレゼン

テーションの内容や切り口を変える必要

がある。

これらの情報から、プレゼンテーション

の目的と伝えるべき情報の範囲を絞り込

んでいくと、自ずとテーマが見えてくるは

ずだ。それを一本の軸にして、プレゼンテ

ーションのシナリオを描いていくわけだ。

シナリオを描いて
集めた資料で肉付けしていく

プレゼンテーションのシナリオとして

は、大まかに分けてふたつのパターンが

ある。まず「目的」を提示し、「本論」で有

効性を示し、最後に「結論」を持ってくるパ

ターン。そして、まず「結論」を述べ、これ

を「検証」し、再び「結論」を提示するパタ

ーンだ。テーマによって向き不向きはあ

るが、いずれを採用するにしても、聞き手

にとって必要な事例を示すことができな

ければ、商談にまでこぎつけられないこ

とには注意したい。こうして大まかなシナ

リオが描けたら、次に紙で何度も下書き

を行い、完成イメージを具体的なものに

していく。

どんなプレゼンテーションでも、聞き

手に納得してもらうためには説得力のあ

る根拠を示す必要がある。商品の展示や

デモンストレーションのほか、統計などの

なるべく公的で客観的な資料や、聞き手

にも馴染みのある専門家の意見、類似例

などを取り入れると良いだろう。その際

には、雑誌やインターネットなどを活用し

て情報を入手しよう。ここまで揃えてか

ら、初めてパソコンを使って最後の清書

を行うことになる。シナリオがしっかりで

きていれば、集めるべき資料と提示すべ

き場面は、考えるまでもないはずだ。

すべてが揃ったら、最後に、内部の人間

に立ち会ってもらってのリハーサルを行

う。誤字脱字や数字などの間違いはもち

ろん、資料が足りない・間違っている、時

間が余る・足りない、説明がわかりにくい、

あがってしまう、段取りを間違えるなどの

ミスがすべてなくなるまで、何度でもリ

ハーサルを行おう。それぞれの場面で言

及、強調すべきポイントも新たに見えてく

るだろう。
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プレゼン 
テーションの 
前準備 

プレゼンテーションのほと
んどは前準備の段階で決
まるといっても過言では
ない。ここでは、プレゼン
テーションに必要な前準
備について述べたい。

何を伝えるのか 
・ 自分が伝えたいこと 
・ 相手が聞きたいこと 
 

誰に伝えるのか 
・ 性別、年齢、知識レベル 
・ 人数 

どうやって伝えるのか 
・ プレゼンソフトの選択 
・ プレゼン方法の検討 
・ 資料の作成 

● プレゼンテーションに重要なものは前準備 

目　的 本　論 結　論 

● プレゼンテーションの流れのパターン 

パターン1

結　論 検　証 最終結論 

パターン2

P r epa r a t i o n

プレゼンテーションの話の流れには、結論を最後に
述べる通常の形もあるが、最初と最後に述べること
で、結論により説得力を持たせるやり方もある

前準備には、「何を」「誰に」「どうやって」伝えるのかな
ど、実際のプレゼンテーションの内容や資料を作成
する前に行うものも非常に重要になってくる



デジタルプレゼンテーションとは

プレゼンテーションで使用するツールにはさ

まざまなものがあるが、伝えたい内容を図や表

などにまとめたものを聞き手に提示するのが目

的である、という点では変わらない。古くから

OHPや35mmのスライド、ホワイトボードなどが

用いられてきているが、現在はパソコンを使うの

が当たり前になり、デジタルプレゼンテーション

という言葉が使われるようになった。具体的に

は、パソコンで作られた資料、つまりデジタルコ

ンテンツをパソコンのディスプレイ上、あるいは

プロジェクターで大型スクリーンに投影して表示

して行うプレゼンテーションのことを指している。

デジタルプレゼンテーションのメリット

まず、OHPやスライドでは図や表、写真程度

しか提示することができないが、パソコンでは動

画や音声といったマルチメディアを利用し、イン

パクトのある提案を実現できる。画面の切り替

え効果やアニメーションを使ったテキストの表示

効果など、さまざな演出方法をうまく取り入れる

ことにより、聞き手を飽きさせず、印象深いプレ

ゼンテーションを行うことができるだろう。

最近、DTPR (DeskTop PResentation)

という言葉も使われるようになってきた。DTPR

には、「プレゼンテーションにパソコンを用いる」

という意味合いもあるが、主として「パソコンを

使ってプレゼンテーション用の資料を作成する」

という意味で使われる。

DTPRの利点としては、OHPのフィルムやス

ライドを利用する場合に比べ、見栄えのいい資

料を簡単に作成できるという点がまず挙げられ

る。プレゼンテーションソフトと、あらかじめデザ

インやレイアウトが統一された骨組みが完成し

ているテンプレートを組み合わせて利用すれば、

あとは用意した資料を流し込んで、多少カスタマ

イズする程度で資料を完成させることもできる。

プレゼンテーションソフトを利用するなら、資

料の変更も容易だ。OHPなどと違ってフィルム

へ出力する必要がないため、誤字の修正やフォ

ントの変更などの文字列の修正はもちろん、例

えば棒グラフを円グラフに差し替えるといった一

見大掛かりな変更作業も、場合によっては本番

の直前の会場で行うこともできる。

こうして作成した資料は、デジタルデータとし

て保存されるため、データベースとして管理でき

る。資料を最新のものに差し替えながら年次ご

とに繰り返して利用したり、スライドに利用した

り、あるいは配付資料に使用したりと、さまざま

な形態で再利用することができるのだ。量が膨

大になっても、検索機能を利用するなどすれば

瞬時に必要な資料を取り出すことができるし、ペ

ーパーレス環境の実現にも一役買うだろう。

外部への発注が不要になり
コスト削減と機密保持にもつながる

社内でDTPRを行うことで、社外に発注して

いたスライドの現像処理費などが丸ごと削減で

きるのも大きなメリットだ。修正する必要が生

じた場合、従来は一部の修正が利かず、改めて

すべて作り直していたため相応のコストがかか

るものであったが、前述の通り、DTPRでは修

正も極めて容易であり、現像や出力を待つ必要

もない。時間とコストの両面でも、DTPRは有

利なのだ。

新商品や研究データなど、機密の保持が重要

なケースでは、できるだけ第三者の関与を避け

るべきであるが、社内で作業が完結するDTPR

では、当然のことながら社内の機密が外部に漏

れるリスクも減少する。こうした側面からも、

DTPRの導入を強くお勧めしたい。
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■ ハードウェア

データプロジェクタ
PCを接続することを前提にしたプロジェク

タで、ビジネスプロジェクタなどとも呼ばれる。

プレゼンテーションで使用がするプロジェクタ

といえば、このデータプロジェクタのことであ

る。SVGAやXGAはほぼ標準で表示可能とな

っており、機種によってはさらに大きなSXGA

やUXGAといった画面サイズにも対応する。表

や図、文字といった、動きのないものをハッキ

リと表示するようセッティングされている。据

え置き型では2,000ルーメン以上の高輝度を

実現。小型のモバイルタイプでは若干輝度が

落ちるが、それでもビデオプロジェクタよりは

明るい1,500ルーメン前後を実現している機

種もある。プレゼンテーションソフトのページ

送りを付属のリモコンで行えたり、設置や撤収

が素早く行えるような工夫が盛り込まれていた

りと、各機種ともビジネスシーンでの利用を前

提とした多彩な機能を備えている。

こうした多くのメリットがある一方、注意すべ

き点も少なくない。35mmスライドの品質は、

画素数にすると1,000万画素とも言われるが、

ハイエンドのデータプロジェクタでも78万画

素での表現になるため、これは圧倒的な差だ

と言わざるを得ない。精細さが求められる写

真の表示には35mmスライドに二歩も三歩も

分がある形だ。また、会場のプロジェクタを利

用する際は、事前にコネクタの形状や表示可能

な解像度などの詳細を確認する必要があるだ

ろう。物理的に接続できない、画面が表示され

ないなど、うまくセッティングできないというの

はよくある話だ。

35mmスライド
もっとも高い画質を得られるのは35mmス

ライドだ。会場を暗くする必要があるものの、

数百人規模を超えるような大会場でも利用で

きる。装置が小型であるため、持ち運びやすい

のもメリットだろう。しかし、スライドの作成は

外部に発注することになり、まとまった数にな

ると費用も馬鹿にならない。文字ひとつの修正

でもスライドを作り直す必要がある。製作にも

時間を要するので、直前になってミスを発見し

ても差し替えることはできない。デジタルフィ

ルムレコーダーを導入すれば社内で35mmの

スライドを作成することもできるが、装置自体

が100万円前後と高価だ。ページ送りは簡単

だが、OHPのように書き込みを加えたり、重ね

合わせて表示することはできない。

ビデオプロジェクタ
シネマプロジェクタ、シアタープロジェクタな

どとも呼ばれる。主に家庭でテレビやビデオの

映像を鑑賞するためのものなので、PCの画面

を表示するには明るさや画面サイズが足りな

い機種がほとんどだ。明るい場所でプレゼン

テーションを行なうには2000ルーメン以上の

輝度が望ましいが、ビデオプロジェクタは

1000ルーメン前後の機種がメインストリーム

となっている。PCと直結できるミニD-Sub15

ピンや、デジタル信号に対応したDVI-I端子な

どを備えている機種も少ない。VGA以上の解

像度には対応していないことがほとんどなの

で、会場のビデオプロジェクタを利用する場合

はデータもVGA以下のサイズで作成する必要

がある。しかし、持ち運びが容易で、エントリー

モデルなら比較的安価な点は魅力だ。自前で

機材を用意して先方でプレゼンテーションを行

うようなケースには向いているだろう。動きの

ある画面に向いたセッティングなので、動画を

多用したプレゼンテーションには、あるいは使

用する価値もあるかもしれない。

光学式ワイヤレスマウス
オペレータが同行しない場合、画面の切り替

えなどの操作は自分で行うことになる。光学式

のワイヤレスマウスなら衣服の上で操作するこ

とも可能なので、スクリーンの前に立ってのプ

レゼンテーションも可能となる。

外部記憶メディア
持参のノートPCが接続できない、起動しな

いといったトラブルに見舞われても、会場でプ

レゼンテーションソフトがインストールされた

別のPCが利用できるなら、USBメモリなどで

持参したデータが役に立つ。外部のPCに接続

するのだから、事前のウイルススキャンも忘れ
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デジタル 
プレゼン 
テーションの 
メリット 

一昔前のプレゼンテーシ
ョンに比べると、デジタル
ツールを駆使して行うこと
で、現在のプレゼンテーシ
ョンはさまざまなことが行
えるようになっている。

Me r i t

● PowerPointでのマルチメディア情報の利用内容 

動　画 

音　声 

写　真 

イラスト 

アニメーション効果など 

ほかのアプリケーション 
などの利用 

ビデオ動画を簡単に挿入して、PowerPoint上で再生できる。 

音声や音楽CDなど、いろいろなサウンドを簡単に再生できる。 
音声などをその場で録音、再生できる。 

デジタル写真などを簡単に配置したり、拡大縮小や色の変更、 
切り取りなどが自由に行える。 

標準でPowerPointに付属する2万点にもおよぶイラストや絵、 
GIFアニメなどの動画が利用できる。Web上からの入手もできる。 

デジタルプレゼンテーションを実行するときに、文字や写真などの 
表示効果やサウンド効果を利用でき、動きのあるプレゼンができる。 

デジタルプレゼンテーションを実行するときに、クリックひとつで 
Excelなどを立ち上げたり、Webページを表示したりできる。 

プレゼン 
テーション用の 
ツール紹介 

プレゼンテーションに利用
できるツールは、プレゼン
ソフトをはじめ、さまざま
なものがある。それぞれ
一長一短あるツールの特
性を理解した上で、これか
ら行なうプレゼンテーショ
ンに適切なツールを選択
しよう。

Too l

ソニー
VPL-ES1

マイクロソフト
Microsoft Wireless Intell iMouse
Explorer

アイ・オー・データ機器
EasyDisk Platinum

データプロジェクタ

光学式ワイヤレスマウス

USBメモリ
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ないようにする。念には念を入れてもやりすぎ

ということはない。

デジタルカメラ
ビデオ出力端子を持つデジタルカメラなら、

プロジェクタの機種にもよるが直接接続でき

るケースが多い。画像をスライドとして次々に

表示していく程度なら、ノートPCを持ち込む

よりもずっと手軽だ。なにもデジタルカメラで

撮影した画像を使用する必要はなく、事前に

作成した資料を画像データとして保存し、デジ

タルカメラのメモリに書き込んでおけばいい

のだ。

予備バッテリー
コンセントからノートPCの電源が取れると

は限らない。プレゼンテーションの最中にバッ

テリー切れでは管理能力を疑われ、まとまる

商談もまとまらなくなるだろう。電源コードは

もちろん、大容量の予備バッテリーも用意して

おきたい。

■ ソフトウェア

Microsoft PowerPoint 2003
プレゼンテーションソフトの代名詞的存在。

Excelなどと同様のOfficeシリーズの統一さ

れた操作感で、高度なプレゼンテーション資料

も短時間で作成できる。バージョンアップを重

ね、プレゼンテーションに必要だと思われる機

能はすべて網羅した感がある。作成した資料

をビューアとセットでパッケージ化してCD-R

に保存する機能を使えば、PowerPoint本体

がインストールされていないPCでも即座に閲

覧できる。プレゼンテーションの最中に、表示

中のページにメモなどを書き込んだり、再生

中のビデオをコントロールできたりと、インタ

ラクティブ性の高いプレゼンテーションを展開

できる。

Macromedia Director MX 2004
DVD-VideoやWindowsMedia、Flashな

ど、主要なメディアフォーマットが利用可能な

マルチメディアオーサリングツール。Lingoや

JavaScriptといった言語を使用するために

習熟難易度は高めだが、Directorで作成され

たパッケージソフトが市販されているほどで、

プレゼンテーション専用ソフトでは表現しきれ

ない複雑なインタラクティビティも作成できる。

データファイルは単体の実行ファイルになるの

で、環境を選ばず再生できる。

Macromedia Flash MX 2004
画像やベクトルデータのアニメーションと音

声を組み合わせたインタラクティブなコンテ

ンツを作成するツール。データのサイズを非

常に小さく抑えることができることから、イン

ターネットで爆発的に普及、現在は全世界

90％以上のWebブラウザにFlashプラグイ

ンがインストールされている。再生のための

プラグインは無料配布されており、インターネ

ットに接続できる環境ならFlashデータが再

生できると考えて間違いない。動画の再生も

サポートする。本格的なコンテンツの作成に

は、やはりプレゼンテーションソフトに比較し

て手間がかかる。

Macromedia Breeze
Flashをベースにしたプレゼンテーションソ

フト。PowerPointで作成したデータファイル

をFlashファイルにコンバートすることができ、

Webプレゼンテーションも実現する。また、ア

ニメーションに同期した音声ナレーションを挿

入可能となっており、PowerPointのデファク

トスタンダードとしての地位を脅かす存在とも

言われている。再生には、Flashプラグインを

インストールしたWebブラウザさえあればい

い。実際に出向いて行うプレゼンテーションの

ほか、購入検討者などがいつでもアクセスで

きるよう、Webに常時アップロードしたり、組

織内で異なる採決者に対して繰り返し行うプ

レゼンテーションの手間を軽減するといったこ

とも可能になる。

Too l

プレゼン 
テーション用の 
ツール紹介 

Microsoft PowerPoint 2003

Macromedia Director MX 2004

Macromedia Flash MX 2004

Macromedia Breeze

URL：http://www.microsoft.com/japan/

URL：http://www.macromedia.com/jp/

URL：http://www.macromedia.com/jp/

URL：http://www.macromedia.com/jp/
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今回のテーマは 
「LinuxをChoiceする」 

　2004年6月2日(水)～4日(金)の3日間、東京ビッ

グサイト(東京国際展示場)にて、「LinuxWor ld 

Expo/Tokyo 2004」が開催された。1999年3月

にスタートを切ったLinuxWorld Expoは、今回記念

すべき第10回目の開催となった。「Linuxって何？」

「Linuxはまだまだ使えない」の時代から、現在、特に

企業において、「Linuxをいかに使いこなすか」とい

うことが大きなテーマになるほど注目されるように

なった。その背景に、このイベントでの展示や公演の

形を借りたメーカー、SIer、各種団体のさまざまな提

案、事例などの積み重ねが、今日のLinuxの飛躍に貢

献していることは間違いない事実である。

　今回のテーマは「LinuxをChoiceする」。「Linux

をChoice（選択）」することが効率の良いITシステム

への投資となり、強力なIT基盤が企業経営の向上に結

びつくことをアピールした。記念すべき10回目という

こともあり、これまでのLinux業界の歴史を振り返るコ

ーナーから、新サーバの紹介、新しい機能を強化させ

たデータベース、業務パッケージソフトウェア、セキュリ

ティ対策の紹介、またそれらのプロダクトの導入事例

紹介などが行われた。

 
LinuxWorld Expo/Tokyo 2004 
ブースレポート 

 

【ディストリビューター】 
●MIRACLE LINUX 

　新製品の「MIRACLE LINUX - Asianux Inside」と、ファ

イアウォールやIDS(侵入検知システム)を超えてくる不正アク

セスにも対応可

能なSecureOS

「 M I R A C L E  

HiZARD」をア

ピール。

●ノベル 

　欧米ではRed Hat社と並ぶシェアを誇るSuSE Linuxを

強力にアピール。またLinuxとWindowsのシステムマイグレ

ーションに必要なサービスをAll in Oneで提供する「Novell 

Nterprise Linux Services」を中心とした、エンタープライ

ズLinuxソリューションを実現する各種新製品も紹介。

●ターボリナックス 

　他社に先んじてカーネル2.6を採用した、「turbolinux10F...」

をアピール。

【ハードメーカー、ソフトベンダー】 
●日本ヒューレット・パッカード 

　展示ブース全体がセミナースペースになっており、周辺を

ソリューションや事例で囲む斬新構成になっていた。金融業、

通信業等、ユーザーの業種を絞り、最適なLinuxソリューショ

ンを提案することにこだわっている。

●日本アイ・ビー・エム 

　zシリーズ(汎用機)からxシリーズ(IAサーバ)まで、すべての

IBMプラットフォームでLinux稼動が可能であることを強く意

識させた。さらに、さまざまな協力会社のソリューションを数

多く展示することにより、Linuxの無限の可能性を感じさせる

ブースになっていた。

●日本オラクル 

　例年IBM、HPと並ぶ巨大なブースを構え、今年もセミナー

中心に、オラクルデータベースのスケーラビリティや高可用性

をアピール。LinuxWorld Expoでの存在感は格別のものが

ある。また来場者からの相談を受け付けるコーナーも設けて

いた。

大塚商会、テンアートニ、 
トレンドマイクロの3社共同展示 

　大塚商会の共同展示ブースでは、4つのレイヤーカ

ットにてソリューションを紹介。①パーソナルユース・

コーナーでは、個人レベルでのセキュリティ管理ソフト、

パーソナルOSおよびLinuxトレーニングビデオといっ

た、企業内個人や教育機関などのLinuxにおけるパー

ソナルシステムを紹介。②エッジアプリケーション・コ

ーナーでは、フロントエンドサーバに必要不可欠なセ

キュリティ・ソリューションを紹介。③ミドルウェア・コ

ーナーでは、より強固なセキュリティを維持するため

のソリューションと、電子帳票ソリューションならびに

インフラをさらに堅牢に構築するクラスタソリューショ

ンを展示。④インフラストラクチャ・コーナーでは、

LinuxOS、セキュリティアップデート、ハードウェアソリ

ューションならびにアプライアンスサーバを紹介。

①パーソナルユース・コーナー 

◎Red Hat Professional Workstation Value Pack 
　キャンペーン版 
　パワーデスクトップユーザー向けのRed Hat OSにStarSuite 7、
ATOK X for Linux、日本語TrueTypeフォントをバンドルし、これまでRed 
Hat Linuxを使用していたユーザーにもっとも適切なマイグレーションパ
スを提案。企業内デスクトップから教育現場などに導入しやすいよう、特
別価格のキャンペーン版を用意。 
 

◎トレーニングDVD Red Hat Enterprise Linux 
　見るだけで、初心者から技術者まで幅広くLinuxOSを使いこなせるよ
うになる、画期的なトレーニングDVDビデオを展示。 
 

◎InterScan WebManager 
　InterScan WebManagerは、インターネットを安全かつ効率的に運用
するために、有害サイトや業務に不必要と思われるサイトへのアクセスを
ブロックするWebアクセスマネジメントソフトウェアを紹介。 
 

②エッジアプリケーション・コーナー 

◎MIRACLE HiZARD 
　サーバにOSレベルでのアンチ・ハッキング、つまり防御機能を付加す
ることのできるサーバセキュリティソリューション。Webサーバやメールサ
ーバ、DNSサーバなどの不具合を利用したサーバのクラッキングなど、フ

ァイアウォールやIDSでは防げないハッキングや悪質なウイルスプログラ
ムへの対策が可能。 
 

◎InterScan VirusWallエンタープライズ・エディション 
　トレンドマイクロInterScan VirusWallエンタープライズエディションは
ウイルス対策を意識させない快適なアクセス環境を提供し、高いセキュリ
ティレベルを要求されるITマネージャーの悩みを解決する。 
 

③ミドルウェア・コーナー 

◎SteelEye LifeKeeper 
　1年間の停止時間をわずか53分に減少させるエンタープライズレベルの

高信頼性を、低コストで手軽に実現するハイアベイラビリティ・クラスタソフト。 
 

◎FiBridgeII 
　FiBridgeIIはホストやオープン系のサーバから出力される大量の帳票
データを変換し、ネットワーク上のパソコン上で表示・検索・編集する電
子帳票システム。1998年に施行された電子帳簿保存法にも対応。 
 

◎ServerProtect for Linux 
　ServerProtect for Linuxは、Linuxプラットフォーム上でのリアルタイムウ

イルス検索を実現するソフトウェア。近年利用が高まっているLinuxファイル

サーバ、Sambaサーバ上で共有されるファイルをウイルスから守ることにより、

企業内で情報を共有するための情報をウイルスの脅威から守る。 
 

◎Network VirusWall 1200 
　Network VirusWallは、ネットワークにおけるパケットを監視し、ネットワ
ークウイルスを検出。また、ウイルス対策ソフトウェアが導入されていなか
ったり、脆弱性対策が未対応といった企業のセキュリティポリシーに合わ
ないコンピュータを検知し、ポリシーを強制的に適用することで、システム
管理者は一貫したセキュリティ管理を行える。 
 

④インフラストラクチャ・コーナー 

◎Red Hat Enterprise Linux Standard Plus 
　ミッションクリティカルな企業システム向けの強力なLinuxプラットフォ
ーム、Red Hat Enterprise Linuxは、エンタープライズ環境で必要とされ
る性能、テクノロジー、長期サービスを高度に融合し、高い可用性と信頼
性を持つビジネスインフラを実現。Red Hat Enterprise Linuxは、レッド
ハット社の標準サポート時間が夜間4時間延長された、お得なパッケージ。 
 

◎Linuxアップデートサービス 
　Red Hat Linux 6.2から9にかけてのシステムは現在も多くのサーバと
して稼働し続けている。しかしながら、Red Hat社からのアップデートファ
イルの提供が終了しているため、今後の継続運用に不安が伴うことも
事実。サポート終了後のセキュリティ対策としてLinuxアップデートサービ
スを提案する。 
 

◎NorthernLightsサーバ 
　テンアートニでは、Linuxに最適化されたハードウェア製品の販売事業
を展開している。独自サーバブランド「NorthernLights」はLinuxでの信
頼性の高いサーバソリューションであり、数多くの納入実績を誇る。ハー
ドウェアインフラ構築、納入後のサポート、またシステムインテグレータ向
けの支援など､さまざまな形で導入の支援を実施。 
 

◎EasyNetBox 
インターネット環境を構築するために必要なソフトウェアがすべてプリイン
ストールされ、各種システム設定もWebブラウザから簡単に行うことができ、
Linuxサーバ設定は難しいという概念を払拭。導入・運用コストを劇的に
削減することが可能なアプライアンスサーバである。用途に合わせて3
つのモデルから選択可能だ。サーバタイプもボックスとラックマウントタイ
プを用意している。 

①パーソナルユース・コーナー ②エッジアプリケーション・コーナー 

③ミドルウェア・コーナー ④インフラストラクチャ・コーナー 

ブース見取図 

2004年6月2日(水)～4日(金)の3日間、東京ビッグサイト（東
京国際展示場）にて、「LinuxWorld Expo/Tokyo 2004」
が開催され、大塚商会もテンアートニ、トレンドマイクロの
3社共同のブースを出展した。大塚商会ブースを中心に、
今回の「LinuxWorld Expo/Tokyo 2004」をレポー
トする。 
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に対してどのくらい貢献しているのかが

明確になる。

これまでも、会社における総務部門

のようなバックオフィスの存在は、必要

不可欠だった。しかし、これからはその

必要性を明確に数字で表し、その部門

に働く人たちにも、経営への参画意識

を高める必要がある。すでに、ITの活

用で成功している企業の総務部門や情

報システム部門には、そうした意識や意

欲がある。また、小さな組織では、電子

メールやインターネットにグループウェ

アや情報共有など、コミュニケーション

のために必要となるITインフラを構築

する部門が、総務部に任されている例

も多い。幸いにも、総務部門にITがわ

かる人材がいれば、導入や運用も円滑

に推進されていくのだろうが、もしも人

材に恵まれなければ外部のスタッフや

ベンダーに依頼することになる。そう

なると、より明確に投資したコストは数

値化されるのだが、反対にかけたコス

トがいかに社内の業務改善に貢献して

いるのかまでは、数値化できない。そ

の結果、経営者から見れば、ITにお金を

投入していても、見返りがないと思われ

てしまうのだ。

●ITの効果を数値化するための取り組み

それでは、実際にどのようすれば社

内に対するITサービスを数値化できる

のだろうか。その具体的な取り組みは、

すでに海外のシステムベンダーを中心

にはじまっている。例えば、コンピュー

タ・アソシエイツ株式会社の「iCan

Meter」というコンポーネントは、全ド

メイン中の使用量、パフォーマンスデ

ータを収集し、アクティビティレポート

を作成できる。そして、同じく「iCan

Bill」というコンポーネントを利用すれ

ば、リアルタイムで利用量や処理され

たイベントに基づいた請求も算出でき

る。それは、ITサービスが電気やガス

のような使われ方をする時代を見越し

たミドルウェアといえるだろう。

「iCan Meter」や「iCan Bill」ほど

大規模なものではなくても、システム

管理ツールを利用することも重要だ。

ツールを使って、サービスを提供する

部門が保有しているITリソースが、どの

部門にどのくらい使われているのか、

負荷を発生させている処理や窓口はど

こにあるのか、といった現状の分析を

行うだけでも、ITの効果を数値化する

上においては重要な取り組みとなる。

●目標は収益に貢献するITの実現

ECサイトやSFA、CRMなどを除け

ば、企業で導入するITの多くが「投資

という名の出費」を求めてくるコストだ

と捉えられることが多い。そうした理

由から、多くのシステムベンダーは

TCOの削減というセールス文句を連

呼している。しかし、どんなITであって

も、その使い方次第では、いくらでも

収益に貢献できる仕組みと成り得るの

だ。商品を売る最前線は営業部門であ

っても、その活動を影で支えている部

門やスタッフがいるからこそ、円滑な

セールスが可能になる。それは舞台の

ようなもの。スポットライトを浴びる人

たちは、そのライトを当てるスタッフ

や、音楽を奏でたり幕を引くスタッフ

がいるからこそ、その舞台で引き立ち、

収益が得られる。同じようにビジネス

においても、それぞれの部門やスタッ

フの連携があってはじめて、真の収益

性が高いビジネスが実現する。そして、

そのビジネスという舞台装置において、

ITの占める役割は以前よりも大きくな

っている。もはや、電話や電気と同じ

くらいに、ITがなければビジネスは動

かなくなりつつある。そうしたITの重

要性と、合理化だけではない価値や導

入意義を理解して実践できる経営者が

いる会社が、日本でも増えてきている

ために、ここ数カ月で話題になる「好況

感」があるのかもしれない。

 

■ 運用管理の最前線 
　 キーワードはITIL 
■ オープン・システムを加速する 
　 三階層モデルとアプリケーション 
■ 営業力を強化するには 
　 eCRMやSFAにモバイル活用  
■ Linuxで成功する人と企業 
■ 統合と分散の波 
　 ストレージとサーバー環境 
　　　　　　　　　　　　　　　・・・などなど 
 

今 後 の 予 定  
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田中 亘氏 
 

第15回 

【IT投資のキーポイント:全体最適化と営業支援】 
 

筆者のプロフィール／筆者は、IT業界で20年を超えるキャリアがあり、

ライターになる前はソフトの企画・開発や販売の経験を持つ。現在はIT

系の雑誌をはじめ、産業系の新聞などでも技術解説などを執筆している。

得意とするジャンルは、PCを中心にネットワークや通信などIT全般に渡る。 

●全体最適化の基本は営業貢献

全体最適化というキーワードが、経

営課題として考えられるようになって

久しい。IT関連の事例やソリューショ

ンを取材していても、その背後には必

ずといっていいほど「経営課題」が横た

わっている。そしてその課題の多くが、

経営資源をいかに効率よく活用するか、

社内のさまざまなリソースを最適に配

分し、組織全体としての理想的なバラ

ンスを取るかにある。情報の個人への

集中化や、スキルを持っている人材の

偏りがあればあるほど、経営という観

点から組織や事業を見ると、計画通り

に物事が進まなくなるのだ。

そうした管理的な面とは別に、全体

最適化には個人の経営参画意識や、ビ

ジネスモラルを高めようとする目的も

ある。それがITソリューションで使わ

れることの多いキーワードの「コストセ

ンターからプロフィットセンターへ」な

のだ。人事部門や総務部門、購買や管

理など、社内で直接的な利益に結びつ

く仕事をしているのではなく、バックオ

フィスとしてビジネスを支えている部

門は、これまで「合理化」のみを目的と

したIT導入が推進されてきた。間違っ

た誤解によるリストラの蔓延といえる

ものだ。

しかし、真にITを業務の全体最適化

に役立てている企業では、そうしたコ

ストセンターという意識を脱却して、組

織やビジネスに貢献する生産性の高い

仕事をしているというモラルがある。例

えば、人事部門にしても、単なる社員の

給与や在籍管理を行うだけではなく、

その能力や人的な資産価値をデータベ

ース化して、経営者や管理者に役立つ

人材リソース情報センターとなり、経営

に貢献できる部門へと発展できる。つ

まり、バックオフィスとして後方支援を

行っていた部門が、その業務を「サービ

ス」という意識に切り替えて、経営に貢

献する仕事をしているとなれば、利益

や経費に対する考え方も変わってくる

のだ。それこそが、営業支援や営業貢

献という考え方であり、社員がすべて

経営するという意識を持つことによっ

て、組織の新しい行動スタイルが生み

出されていく。

●サービスと営業に貢献するITとは

管理や総務など社内のサービス部門

が、販売や製造などの直接的な売上に

結びつく業務をサポートするためには、

次のものが必要だ。つまり、これまでの

書類や内線電話による伝達手段から、

ITを活用した連絡網への切り替えと、全

社的に利用できる業務サービスを実現

するソリューションだ。例えば、総務部

門がITで業務に貢献するためには、社

内の各種申請や業務通達に関するやり

取りを電子化し、各部門に対してサービ

スとして提供する必要がある。そして、

そのサービスを構築するためにかけた

予算を明確にすると同時に、そのサー

ビスがどれだけビジネスや業務効率の

改善に貢献しているかを数量化して評

価しなければならない。その結果とし

て、総務部門という部署が会社の経営

新聞やテレビなどの報道によれば、日本の経済にも景気回復の兆しがあるという。確かに、1,000万

円を越える高級車が売れていたり、100万円を越える豪華な海外旅行に申し込みが集まるなど、いわ

ゆる「景気のいい話」が目に付くようになってきた。IT業界でも、かつての過剰な情報投資による在庫

の調整が終わり、堅実かつ定期的な投資が戻りつつある感もある。しかし、そうした継続的に利用さ

れるITとは別に、経営や事業に貢献するIT投資があってこそ、IT業界における真の好況がある。それ

が今回のテーマである全体最適化と営業支援につながるITのあり方なのだ。

●コンピュータ・アソシエイツ株式会社の「iCan Meter」や
「iCan Bill」などを含むソリューションである「iCan SP」のサイト
URL：http://www.icansp.jp/index.html



今のショップに足りないもの 
「身の丈に合った電子商店を構築しよう」 ●島川言成氏 第15回 

44

p44_今ショップ入稿 

島川言成 
パソコン黎明期から秋葉原有名店のパソコン売場でマネージャを勤め、その後
ライターに。IT関連書籍多数。日本経済新聞社では「アキハバラ文学」創生
者のひとりとして紹介される。国内の機械翻訳ソフトベンチャー企業、外資系
音声認識関連ベンチャー企業のコーポレート・マーケティング部長を歴任。現在、
日経BP社運営のビジネスサイト「日経 SmallBiz」で IT 業界の現状分析とユ
ニークな提案をするコラムを連載中。PC月刊誌「日経ベストPC」では秋葉原の
マーケティング状況をリポート。また、セキュリティ関連ベンチャー企業のマーケ
ティング部門取締役、ゲームクリエーター養成専門学校でエンターテインメント
業界のマーケティング講座も担当。 

　以前、蔵前にある文具問屋のご主人からこんな相談を

受けたことがあります。

　「インターネットで電子商店を開こうと思うのだが、何

が一番大変かね？」

　このとき筆者が真っ先に頭に浮かんだのは「維持」と

いう言葉でした。これまで同じような質問を何度も受け

てきましたが、バーチャル空間に開くショップは、リアル

なショップよりも簡単に運営できると考えがちの人が意

外と多いのです。しかし、実際に開店してみて「維持」の

壁を乗り越えることができず、文字通り「開店休業」状態

に陥ってしまった人も知っています。だから、次のように

答えました。

　「オンラインショップを開くことは難しくありませんが、

問題は開店後のメンテナンスですね。サーバの保守や

データの更新などの維持コストをどう考えるかというこ

とだと思います」

　売れる商品を取り揃え、集客を目的とした広告・宣伝

活動をすることに、リアルもバーチャルも関係ありません。

仕入から売上までの管理についても同様です。

　秋葉原のパソコン専門店でネット通販を担当する人は、

こんな話をしていました。

　「商品を紹介するWebページを作成し、購入してもら

う商品を推奨するだけでは、競合サイトとの差別化をは

かることができません。販売価格の演出や安心できるサ

ポート体制を訴求したり、決済方法をシンプルにしたり、

個人情報に関する安心感を与えるなど、やることが山の

ようにあります」

　実際、インターネット通販は、決済方法ひとつをとって

も非常に多様です。代金引換郵便、銀行振込、クレジットカー

ド決済、電子マネーなども採用されています。BtoCが前

提の取引では、顧客のニーズに応えられるかどうかが勝

負となります。

　前出の文具問屋のご主人は、筆者の説明が難しかった

のか、後継ぎの息子さんを呼びました。どうやら電子商

店を始めようというアイデアは彼の考えだったようです。

　「先日、同業者の寄り合いがありまして、電子商店のこ

とが話題になりました。そこで親父に打診してみたわけ

です。時間や手間がかかる仕組みだということはわかり

ましたが、それでも挑戦してみたいと思っています。何か、

良いアイデアはありませんか？」

　そこで思い浮かんだのが、電子商店を簡単に構築で

きる大塚商会の『Web de Shop』（http://www.

webdeshop.jp/open/open.html）でした。このサー

ビスには、本格的な通販サイトを構築できる「Shopコー

ス」と、商品を陳列して簡単に「カタログコース」のふた

つのコースがあります。まずは売りたい商品をネット利用

者に見せることに重きを置いた「カタログコース」から

始めて、より高度な電子商店を運営したければ「Shop

コース」に切り替えてはどうかと提案してみました。

　「サービスを受ける値段はどれくらいするんですか？」

　「Shopコース」の一番高いサービスでも、月額1万

5,000円足らずと話したところ、「ええっ！」と驚きの声

を出したのがご主人の方でした。知人から紹介された

Webデザインの会社に電子商店の話をしたところ、最低

でも数10万円という見積書が郵送されてきたそうです。

　「電子商店といってもいろいろとあるんです。あれも

やりたい、これもやりたいと話しているうちに、システ

ムが複雑になりますから、そんな見積もりになったんだ

と思いますね。とりあえず、自社で取り扱っている商品

や割引商品を提案したいというだけでしたら、『Web 

de Shop』の『カタログコース』にすれば、月額1万円も

かからないですよ」

　これにはご主人も二度ビックリしていました。

　その後、新しくなりましたと差し出されたご主人の名

刺を見ますと、電子商店のドメイン名が目立つように印

刷されていました。



� � � � � � �  � � � 	 
 � � �

大河原克行    
�
������ ���������

IT投資促進税制はプラス要素も、e-Japan計画は影響なし 

　社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）

が発表した2003年度のメインフレーム、ミッ

ドレンジ、ワークステーションの出荷実績は、

企業におけるIT投資意欲が回復しつつある

こと裏づける結果となった。

　例えば、ミッドレンジコンピュータの出荷

実績は、台数では前年比1%増の18万

6,453台と、微増に留まったようにみえるが、

同協会の別の調査であるパソコン出荷統計

に含まれているIAサーバ分を合わせた、IA

サーバ全体の統計では、前年比15%増の

32万2,734台と、2桁増の大幅な成長となっ

ているのだ。

　さらに、ミッドレンジでは、上期の出荷台

数は前年並の8万7,011台、金額では

22%減の2,345億円であったのに対し、

下期は台数で1%増の9万9,442台、金額

では前年比7%減、2,967億円とマイナス

成長になったものの、徐々に回復基調にあ

ることを示している。なかでも、これまで厳

しかった高価格帯での回復が目立っており、

下期の集計では、価格帯別で4,000万円

以上のクラスは台数ベースで前年比15%増、

1,000万円以上4,000万円未満では1%

増と、ともにプラスに転じている。

　一方、メインフレームは、台数では前年比

5%減の1,241台、金額ベースで前年比

29%減の2,625億円と、依然としてマイ

ナス成長。とくに金額ベースでは96年以来

の前年割れを抜け出せないままの状態となっ

ているが、これに関しても、同協会の見通し

は明るい。というのも、半期別に見ると、上

期は、金額では前年同期比22%減の

1,234億円、台数では32%減の448台と

なったのに対して、下期は金額では22%減

の1,391億円となったものの、台数は前年

比22%増の793台となり、プラス成長へ

と転じたからだ。

　「メインフレームからのマイグレーション

が進展しているものの、高度な社会インフ

ラシステムの基盤として今後も根強い需要

が期待できるのに加え、メインフレームでな

くてもいいようなシステム案件は、すでにオー

プン系へ移行済み。台数、金額も下げ止まり

傾向にある」と同協会では分析している。

　このように回復基調が見えつつあるIT産

業だが、これらの動向は、業界の思惑とは異

なる形で進展しているともいえる。それは、

「e-Japan計画は、今回の統計には出荷増

として影響しているわけではない」という

同協会のコメントにも表れている。地方自

治体などにおけるe-Japan計画のさらなる

浸透が課題といえそうだ。

　また昨今、サーバへの搭載が進展してい

ると見られるLinuxだが、同協会は会見で「目

立つほどの増加傾向はない」とコメント。伸

張するのは2004年度以降になるとの見通

しを示している。

　先に触れたパソコン出荷統計とミッドレ

ンジ出荷統計を足した「IAサーバ」のカテ

ゴリーにおいては、Linuxサーバの占める

割合は約１割。しかし、この多くがパソコン

出荷統計に含まれるものであり、上位機種

が多く含まれるミッドレンジの出荷統計では、

その比率が極めて少なくなっている。基幹

サーバとしての動向が注目されるなか、今

後ミッドレンジの統計にどんな影響を及ぼ

すのかも気になるところだ。

　その一方で、IT投資促進税制に関しては、

e-Japan計画以上に、今回のミッドレンジ

の出荷統計にプラスの影響を及ぼしたと見

ている。同協会でも、「すでに、20%の企業

がIT投資促進税制を適用したIT導入の実績

が出ているという調査結果もあり、プラス要

素だと判断することができる」とコメント。

　当初は、適用範囲の不透明さや、制度そ

のものの認知度が低かったこともあり、実

効性にも疑問が持たれていたが、企業にとっ

て直接メリットを及ぼす施策であることから、

活用する動きが広がったといえる。販社にとっ

ても、この制度の存在を提案材料として示

すことは、大きな武器になるはずだ。

　では、2004年度以降のIT市場はどうな

るのか。同協会では比較的明るい見通しを

示している。UNIX、Windows、Linuxなど

のオープンサーバ合計では、台数で前年比

5%増としたのと同時に、金額では3年ぶり

に増加に転じると予測。「ミッドレンジは、新

たなIT投資の中核として潜在投資力は非常

に高いと見込んでいる。企業業績の改善に

よる投資抑制緩和、アウトソーシングビジネ

ス拡大などの情報システムモデルの変革と

いった、オープンサーバの需要にとって好

転要素もある」とした。

　だが、価格への圧力はますます強まると

見られるのは明らか。市況は好転するとは

いえ、販社にとっては手放しでは喜べない

要素も、市場には数多く転がっている。手綱

を緩めるのはもうしばらく先にした方がい

いかもしれない。

 JEITAのミッドレンジ 
出荷統計に見るIT産業動向 
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第13回 

大河原克行（おおかわら　かつゆき） 

　1965年、東京都出身。IT業界の専門紙である

「週刊BCN（ビジネスコンピュータニュース）」の

編集長を務め、01年10月からフリーランスジャー

ナリストとして独立。IT産業を中心に幅広く取材、

執筆活動を続ける。現在、ビジネス誌、パソコン

誌、ウェブ媒体などで活躍中。PCfan（毎日コ

ミュニケーションズ）、ウルトラONE（宝島社）、

月刊アスキー（アスキー）、PCWatch（インプレス）、

ASAHIパソコン（朝日新聞社）、日経パソコン（日

経BP社）で連載および定期記事を執筆中。また、

エコノミスト（毎日新聞社）、プレジデント（プレジ

デント社）でも、IT関連記事を随時執筆している。

近著に、「松下電器 変革への挑戦」（宝島社

刊）など。 

氏 



第8回　株式会社ジャストシステム 

JUSTSYSTEM J-License 
ジャストシステム のライセンスプログラム 
 シンプルで分かりやすく 
サポートも充実している『J-License』 

ソフトウェアライセンス情報 
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『J-License』は、ジャストシステム製品を

パッケージではなく使用権（ライセンス）で購

入するサービス製品で、必要本数分だけ購

入して運用できる。『J-License』には、法人

や官公庁向けラインナップと教育市場向け

ラインナップが用意されている。法人や官公

庁向け製品は購入数に応じてポイントが加

算されるので、継続的に購入することにより

安価にジャストシステム製品を入手できるの

が大きな利点だ。また、『J-License』で購入

すると、クライアントごとにシリアルナンバー

やユーザーIDを登録することなく、ライセン

スナンバーで一元管理できるので、システム

管理者の負担を軽減できるメリットもある。

具体的には、以下の3タイプの『J-License』

を提供している。

●小規模向け「JL-Standard」

「JL-Standard」は、まとまった数のソフト

ウェアを一括購入する企業を対象とした製品

で、導入本数が多いほど、より安価に製品を

購入できるメリットがある。「JL-Standard」に

は、ポイントに応じて安くなる5つの価格テー

ブルが用意されており、ライセンスを購入す

るたびにポイントが加算され（「一太郎2004」

の新規購入で2Pなど）、その累計ポイントに

応じて1ライセンスあたりの購入価格が安く

なる。部署単位で『J-License』を購入する

場合でも、会社全体のポイントとして換算さ

れるので、企業内での導入数が増えると、全

体の価格テーブルが、より安い価格テーブル

へと移りやすくなる。購入条件は特に制限が

なく、ライセンスは1本からでも購入できるの

で、特に中小規模の企業に適している。

●大規模向け「JL-Excellent」

「JL-Excellent」は、ソフトウェアの大量導

入を計画している企業や官公庁を対象とし

た製品である。ライセンス価格は、ジャスト

システムと｢JL-Excellent契約｣を結び、2年

間に導入を予定している製品の総ポイント

数に応じた価格テーブルによって決定する。

また、2年間の契約期間中は、「JL -

Excellent」の対象になっているすべての製

品を、決められた価格テーブルで購入でき

る。購入条件は、2年間の予定ポイント数が

1,000ポイント以上（『一太郎』新規購入の場

合は500本以上）となるが、ポイント数は累積

されていく。例えば、初年度に1,000ポイン

トの契約を行い、2年後に再び1,000ポイン

トの契約を結んだ場合は、合計2,000ポイ

ントとして換算される。つまり、継続契約す

ることにより、1ライセンスあたりの単価をさ

らに安くすることが可能になる。ただし、価

格テーブルの上限は10,000ポイントに設定

されている。

●教育向け「JL-Education」

「JL-Education」は、教育用特別ライセ

ンスで、価格テーブルは均一となる。対象と

なるのは、教育･教務目的でソフトウェアを

大量導入する教育委員会や公共機関、幼

稚園、小･中･高等学校、大学、高等専門学

校、盲学校、大学院、さらに授業･講義の形

で教育を行う目的で設立された教育施設で、

教務目的だけの利用も可能。もともとジャ

ストシステムは、企業ポリシーとして、教育分

野への貢献に積極的に取り組んでおり、

「JL-Education」によって予算が取りやすい

低価格を実現し、教育市場でのシェア拡大

を推進している。

また、複数の対象製品を1年間で100ま

たは200ライセンスまで利用できる「JL-

Education Master」も用意している。契約

期間中の製品のバージョンアップはすべて

無料。基本的に1学校単位の契約となるが、

教育委員会で複数校を取りまとめて包括契

約を結ぶこともできる。複数年契約も可能

なので、PCのリプレイスに合わせて導入す

ると効果的だ。

ジャストシステムでは、あえて3タイプのシ

ンプルなライセンス形態を採用することによ

り、パートナー企業が販売しやすいように配

慮している。ライセンス形態が複雑だと覚え

きれなく、お客様に理解してもらうまでに無

駄な時間や手間がかかってしまう。その点、

シンプルなライセンス形態であれば、製品説

明に時間を費やすことが可能になる。その

意味では、｢シンプル イズ ベスト｣のライセ

ンス形態を実現している。

さらに、カスタマーサービスが充実している

点も、『J-License』の大きな特長だ。『J-

License』を購入してから1年間は、無料でサ

ポートを受けられる。さらに、ライセンスを追

加購入すれば、そのときから１年間無償サポ

ートが延長される。しかも、無償サポートの対

象は、これまで購入したすべての『J-License』

製品が対象となる。その際、『J-License』専

用のメールアドレスや電話番号、FAX番号を

用意し、ユーザーや販社から寄せられた質問

は、基本的にその日のうちに回答するように

努めている。実際、メールに関しては、これま

で10年間実践しており、しかも、すべてオリジ

ナル文章で返事を書いているという徹底ぶり

だ。他社には真似のできない充実したサポ

ートサービスを実践している。

また、技術的に難しい質問は、実際に製

品を開発した担当者と直接連絡を取り合い、

的確な回答を行っている。この点は、国内

に開発拠点がある国内ベンダーならではの

強みであり、そのサポートサービスは、エンド

ユーザーから高い評価を得ている。

お客様第一主義のサービスは、『J-

License』の使用許諾契約書にも反映され

ている。例えば、インストール用に１枚だけ

作業ディスクを購入し、それを一時的にサー

バにインストールして作業が終われば削除す

ることを前提に、ネットワーク経由で各クラ

イアントに配布することができる。また、特

定の一人のみが使用するパソコンであれば、

同時に起動しないことを条件に、１ライセン

スで複数のパソコンにコピーして利用でき

る。こうした顧客本位のサービスは、『J-

License』のサポート窓口に寄せられてくる

要望を反映したもので、エンドユーザーがな

るべく使いやすいように配慮している。

また、『J-License』製品の最新モジュール

も『J-License』ユーザー専用のサイトを用意

し、ダウンロードできるようにしている。さらに、

モジュールが追加された場合は、ユーザーに

メールや『J-License』のホームページで告知

し、希望者には、最新のモジュールが組み

込まれた作業ディスクを無償で送付している。

しかも、メールを受け取ったその日のうちに配

送できる体制を整えており、そのフットワーク

の良さは、お客様第一主義を貫くジャストシ

ステムならではの特長といえるだろう。

『J-License』のサポートサイトでは、エン

ドユーザーはもちろん、販売パートナーから

の問い合わせにも応じているので、一度ア

クセスしてみてはいかがだろうか。

ジャストシステムは、法人や官公庁、および教育市場向けに3タイプのライセンス購入製品『J-License』を用意している。法
人や官公庁向け製品ではライセンス数が増えるほど製品単価が安くなり、教育市場向け製品も予算が取りやすいように低価格
を実現。どちらも優れたコストメリットをもたらす。そのうえ、1年間の無償サポートをはじめ、国内ベンダーの強みを活かし、
お客様第一主義を実践する充実したカスタマーサービスを展開し、サポート面でも多大なメリットをもたらしてくれる。

製品を低価格で購入できる 
『J-License』の魅力 
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お問い合わせ先

ご購入の前のご相談を下記にて承っております
●インフォメーションセンター
東京　TEL：03-5412-3939
大阪　TEL：06-6886-9300
※平日 10:00～19:00、
土・日・祝日 10:00～17:00（弊社特別休業日を除く）
E-Mail：info-center@justsystem.co.jp

●J-Licenseの製品紹介
http://www.justsystem.co.jp/license/

シンプルなライセンス形態で 
充実したサポート体制を実現 

製 品 特 長  

お勧めする企業形態 

価 　 格  

申 込 条 件  

契 約 期 間  

サ ポ ー ト  

購 入 方 法  

JL-Standard JL-Excellent
いずれの製品も1本から購入可能。対象製品も多く、必
要なソフトウェアを豊富なラインナップの中から選べる 

今後まとまった数のソフトウェアを一括購入する部門・事
業所・企業 

累計ポイント数（１P～）に応じた5段階の価格テーブルを
ソフトウェアごとに設定 

最後のライセンス製品購入から1年間が、無償サポート期
間となる。追加購入するたびに、無償期間は延長される 

「JL-Standard加入申込書」を記入の上、JBP加盟店へ
申し込み 

1本から購入可能 

設定なし 

長期的な最終導入本数に基づき、JL-Standardよりも1本あたりの導入価格が安く設定されている 

長期的（2年単位）に、あらかじめ最終導入本数の計画が決定されている企業グループ 

・2年間の導入予定（1,000P～）に応じた3段階の価格テーブルをソフトウェアごとに設定  
・2年間の導入予定数が多いほど1台あたりの導入価格が安価になる  
・2年間は定額で購入可能 

契約期間（2年間）は無償サポート期間となる。契約を更新するたびに、無償サポートは延長される 

まずJBP加盟店を通じてJL-Excellent契約を行う。契約締結後「JL-Excellentソフトウェア導入報告書」を記
入の上、契約したJBP加盟店にて申し込み 

2年間にわたって1,000P（一太郎新規導入の場合500本）以上 

2年間 

◆JL-StandardとJL-Excellentの製品形態

一太郎2004

パッケージ製品価格 

JL-Standard A （1P～） 

JL-Standard B （500P～） 

JL-Standard C （1,000P～） 

JL-Standard D （2,500P～） 

JL-Standard E （5,000P～） 

20,000円 

16,000円 

15,500円 

15,000円 

14,500円 

14,000円 

製 品 名  購入区分 価 　 格  
パッケージ製品価格 

JL-Excellent A （1,000P～） 

JL-Excellent B （2,500P～） 

JL-Excellent C （5,000P～） 

JL-Excellent D （10,000P～） 

JL-Excellent E （20,000P～） 

20,000円 

13,000円 

12,000円 

11,000円 

10,000円 

9,000円 

購入区分 価 　 格  

◆JL-StandardとJL-Excellentの購入区分別の価格例（『一太郎2004』）

ジャストシステムならではの 
お客様第一主義のサービス 

契約期間中（1年単位）は、以下の［小学校版］［中学高校版］［教育センター版］はそれぞれ対象製品を1学校単位で
Master100はPC100台まで、Master200はPC200台までセットアップすることができる。［大学版］は対象製品を1学校単位
で購入したライセンス数まで、セットアップすることができる（契約終了後はすべてのプログラムを削除してもらうことになる。） 

契約期間中のバージョンアップは無料となる（セットアップのためのCD-ROMや別売マニュアルは、その都度購入する。） 

契約単位は1学校単位になる。複数校をまとめて1つのJL-Education Master契約で運用することはできない。ただし、本校
と分校をまとめて運用することは可能 

教育委員会等で各学校を枝番登録して管理・運用する場合も、JL-Education Masterは、各学校数で、契約（購入）するこ
とになる 

JL-Education Masterの使用許諾製品は、同一パソコンへのセットアップであれば全て1カウントとなる 

・JL-Education Master［小学校版］ 

・JL-Education Master［中学高校版］ 

・JL-Education Master［教育センター版］ 

・JL-Education Master［大学版］ 

パソコン台数を基準としたサイトライセンス 

ご利用人数を基準としたサイトライセンス 

契約内容 

◆JL-Educationの新シリーズ・JL-Education Masterの種類と契約内容

※ JL-Excellent D、JL-Excellent Eは、JL-Excellentの継続契約時に適用される特別価格テーブルです


